
第３部 都政機能を維持するための都の危機管理体制
第２章 都政機能の維持

第２章 都政機能の維持
業務区分の考え方
新型インフルエンザ等の発生時には、保健医療業務、危機管理業務など、発生対

応業務が増大するが、職員の欠勤も最大４割が想定される。このため、都の業務を、
新型インフルエンザ等発生に際して「新たに発生する業務」と「通常業務」とに整
理する。また、通常業務を「継続業務」「縮小業務」「休止業務」に区分する。区
分の考え方は、都民の生命を守り、都市機能を維持することに直接関わるライフラ
イン業務などの継続する業務を「継続業務」とし、感染拡大防止のために休止する
多数の人が集まる施設の運営や、不急な業務等を「休止業務」とし、その他の業務
を「縮小業務」に分類する。
各業務の実施に当たっては、新型インフルエンザ等のウイルスの感染力、病原性

及び治療薬の有効性、職員の出勤率などを判断し、弾力的・機動的に行う。

各局の事業継続と応援体制
各局は、本行動計画に基づき、新型インフルエンザ等の発生対応及び事業継続の

ため、各局においてＢＣＰや対応マニュアルを策定し、各課レベルで業務の優先順
位を決定し、業務を継続する。

 

職
員

区分

Ａ

新たに発生する

業務

通
常
業
務

Ｃ

縮小業務

Ｄ

休止業務

考え方 主な業務（例示）

①感染拡大防止策

②危機管理体制上、必要となる業務

①相談、保健医療など

②新型インフルエンザ等に関

する情報提供

①都民の生命を守るための業務

②都市機能の維持に係る業務

③休止すると重大な法令違反となる業務

④都政業務維持のための基盤業務

①病院、入所施設など

②道路・港湾、上下水道など

③危険物・毒劇物の取締など

④通信、各種システムの維持

①継続・休止以外の業務

②対面業務を中止して、工夫して実施す

る業務

①許認可、届出・交付、窓口

相談業務など

①多数の人が集まる施設や業務

②その他、緊急性を要しない業務

①学校、集客施設、研修など

②緊急性を要しない管理・調

査、一般工事など

Ｂ

継続業務

 

職
員

第３部 都政機能を維持するための都の危機管理体制
第１章 都における危機管理体制

局の名称 分掌

労働委員会事務
局

新型インフルエンザ等の発生時における他の局の応援に関
すること。

収用委員会事務
局

新型インフルエンザ等の発生時における他の局の応援に関
すること。

警視庁
医療機関等の周辺の交通対策に関すること。
遺体の調査（検視）及びこれに必要な措置に関すること。
前２号に掲げるもののほか、治安に関すること。

東京消防庁
消火、救急、救助及びその他災害に係る活動の維持に関す
ること。
その他消防に関すること。

注：東京都新型インフルエンザ等対策本部条例施行規則別表第１に改正があった場合は、
当該改正後の別表のとおりとする。
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また、保健医療部門において、人員が不足する局に対しては、本部体制の下、各
局のＢＣＰによる人員計画を基に、全庁的な応援体制により対応する。
応援を要請する局は、応援職員の業務内容等を定めた「応援職員対応マニュアル

（仮称）」を作成する。
専門職種については、有資格者や経験者をあらかじめ確認し、経験者の兼務発令

や退職者の臨時雇用などにより充当する。

全庁的な応援体制
縮小・休止業務の職員
から優先的に応援

Ａ 新たに発生する業務
・感染拡大防止策（相談・保健医療等）
・危機管理上必要な業務（対策本部・情報提供等）
Ｂ 継続業務
・都民の生命を守る業務（病院・入所施設等）
・都市機能の維持（交通・上下水道等）

Ｄ 休止業務
・人が集まる施設や業務（文化施設・研修等）
・緊急性を要しない業務（調査・内部管理等）

Ｃ 縮小業務
・継続・休止以外の業務（許認可・届出等）

＊ウイルスの病原性等や
職員の出勤率に応じ、
弾力的・機動的に実施

＜業務の整理と応援体制＞
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第２章 都政機能の維持
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ため、各局においてＢＣＰや対応マニュアルを策定し、各課レベルで業務の優先順
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また、保健医療部門において、人員が不足する局に対しては、本部体制の下、各
局のＢＣＰによる人員計画を基に、全庁的な応援体制により対応する。
応援を要請する局は、応援職員の業務内容等を定めた「応援職員対応マニュアル

（仮称）」を作成する。
専門職種については、有資格者や経験者をあらかじめ確認し、経験者の兼務発令

や退職者の臨時雇用などにより充当する。

全庁的な応援体制
縮小・休止業務の職員
から優先的に応援
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・危機管理上必要な業務（対策本部・情報提供等）
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・緊急性を要しない業務（調査・内部管理等）
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業務区分の考え方
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各業務の実施に当たっては、新型インフルエンザ等のウイルスの感染力、病原性

及び治療薬の有効性、職員の出勤率などを判断し、弾力的・機動的に行う。
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②都市機能の維持に係る業務

③休止すると重大な法令違反となる業務

④都政業務維持のための基盤業務

①病院、入所施設など

②道路・港湾、上下水道など

③危険物・毒劇物の取締など

④通信、各種システムの維持

①継続・休止以外の業務

②対面業務を中止して、工夫して実施す

る業務

①許認可、届出・交付、窓口

相談業務など

①多数の人が集まる施設や業務

②その他、緊急性を要しない業務

①学校、集客施設、研修など

②緊急性を要しない管理・調

査、一般工事など

Ｂ

継続業務

 

職
員

第３部 都政機能を維持するための都の危機管理体制
第２章 都政機能の維持

また、保健医療部門において、人員が不足する局に対しては、本部体制の下、各
局のＢＣＰによる人員計画を基に、全庁的な応援体制により対応する。
応援を要請する局は、応援職員の業務内容等を定めた「応援職員対応マニュアル

（仮称）」を作成する。
専門職種については、有資格者や経験者をあらかじめ確認し、経験者の兼務発令

や退職者の臨時雇用などにより充当する。

全庁的な応援体制
縮小・休止業務の職員
から優先的に応援

Ａ 新たに発生する業務
・感染拡大防止策（相談・保健医療等）
・危機管理上必要な業務（対策本部・情報提供等）
Ｂ 継続業務
・都民の生命を守る業務（病院・入所施設等）
・都市機能の維持（交通・上下水道等）

Ｄ 休止業務
・人が集まる施設や業務（文化施設・研修等）
・緊急性を要しない業務（調査・内部管理等）

Ｃ 縮小業務
・継続・休止以外の業務（許認可・届出等）

＊ウイルスの病原性等や
職員の出勤率に応じ、
弾力的・機動的に実施

＜業務の整理と応援体制＞
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〇
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規
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住住
宅宅
政政
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推推
進進
本本
部部

都都
民民
安安
全全
総総
合合
対対
策策
本本
部部

通通 常常 業業 務務

ＡＡ
  
新新

たた
にに

発発
生生

すす
るる

業業
務務

局局
　　

　　
名名

都都
市市
整整
備備
局局

第３部 都政機能を維持するための都の危機管理体制
第２章 都政機能の維持

第２章 都政機能の維持
業務区分の考え方
新型インフルエンザ等の発生時には、保健医療業務、危機管理業務など、発生対

応業務が増大するが、職員の欠勤も最大４割が想定される。このため、都の業務を、
新型インフルエンザ等発生に際して「新たに発生する業務」と「通常業務」とに整
理する。また、通常業務を「継続業務」「縮小業務」「休止業務」に区分する。区
分の考え方は、都民の生命を守り、都市機能を維持することに直接関わるライフラ
イン業務などの継続する業務を「継続業務」とし、感染拡大防止のために休止する
多数の人が集まる施設の運営や、不急な業務等を「休止業務」とし、その他の業務
を「縮小業務」に分類する。
各業務の実施に当たっては、新型インフルエンザ等のウイルスの感染力、病原性

及び治療薬の有効性、職員の出勤率などを判断し、弾力的・機動的に行う。

各局の事業継続と応援体制
各局は、本行動計画に基づき、新型インフルエンザ等の発生対応及び事業継続の

ため、各局においてＢＣＰや対応マニュアルを策定し、各課レベルで業務の優先順
位を決定し、業務を継続する。

 

職
員

区分

Ａ

新たに発生する

業務

通
常
業
務

Ｃ

縮小業務

Ｄ

休止業務

考え方 主な業務（例示）

①感染拡大防止策

②危機管理体制上、必要となる業務

①相談、保健医療など

②新型インフルエンザ等に関

する情報提供

①都民の生命を守るための業務

②都市機能の維持に係る業務

③休止すると重大な法令違反となる業務

④都政業務維持のための基盤業務

①病院、入所施設など

②道路・港湾、上下水道など

③危険物・毒劇物の取締など

④通信、各種システムの維持

①継続・休止以外の業務

②対面業務を中止して、工夫して実施す

る業務

①許認可、届出・交付、窓口

相談業務など

①多数の人が集まる施設や業務

②その他、緊急性を要しない業務

①学校、集客施設、研修など

②緊急性を要しない管理・調

査、一般工事など

Ｂ

継続業務

 

職
員

第３部 都政機能を維持するための都の危機管理体制
第２章 都政機能の維持

また、保健医療部門において、人員が不足する局に対しては、本部体制の下、各
局のＢＣＰによる人員計画を基に、全庁的な応援体制により対応する。
応援を要請する局は、応援職員の業務内容等を定めた「応援職員対応マニュアル

（仮称）」を作成する。
専門職種については、有資格者や経験者をあらかじめ確認し、経験者の兼務発令

や退職者の臨時雇用などにより充当する。

全庁的な応援体制
縮小・休止業務の職員
から優先的に応援
 

Ａ 新たに発生する業務
・感染拡大防止策（相談・保健医療等）
・危機管理上必要な業務（対策本部・情報提供等）
 Ｂ 継続業務
・都民の生命を守る業務（病院・入所施設等）
・都市機能の維持（交通・上下水道等）

Ｄ 休止業務
・人が集まる施設や業務（文化施設・研修等）
・緊急性を要しない業務（調査・内部管理等）

Ｃ 縮小業務
・継続・休止以外の業務（許認可・届出等）

＊ウイルスの病原性等や
職員の出勤率に応じ、
弾力的・機動的に実施

＜業務の整理と応援体制＞
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名名

通通 常常 業業 務務

ＡＡ
  
新新

たた
にに

発発
生生

すす
るる

業業
務務

スス
タタ
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トト
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ッッ
ププ
戦戦
略略
推推
進進
本本
部部

中中
央央
卸卸
売売
市市
場場

港港
湾湾
局局

建建
設設
局局

第３部 都政機能を維持するための都の危機管理体制
第２章 都政機能の維持

第２章 都政機能の維持
業務区分の考え方
新型インフルエンザ等の発生時には、保健医療業務、危機管理業務など、発生対

応業務が増大するが、職員の欠勤も最大４割が想定される。このため、都の業務を、
新型インフルエンザ等発生に際して「新たに発生する業務」と「通常業務」とに整
理する。また、通常業務を「継続業務」「縮小業務」「休止業務」に区分する。区
分の考え方は、都民の生命を守り、都市機能を維持することに直接関わるライフラ
イン業務などの継続する業務を「継続業務」とし、感染拡大防止のために休止する
多数の人が集まる施設の運営や、不急な業務等を「休止業務」とし、その他の業務
を「縮小業務」に分類する。
各業務の実施に当たっては、新型インフルエンザ等のウイルスの感染力、病原性

及び治療薬の有効性、職員の出勤率などを判断し、弾力的・機動的に行う。

各局の事業継続と応援体制
各局は、本行動計画に基づき、新型インフルエンザ等の発生対応及び事業継続の

ため、各局においてＢＣＰや対応マニュアルを策定し、各課レベルで業務の優先順
位を決定し、業務を継続する。

 

職
員

区分

Ａ

新たに発生する

業務

通
常
業
務

Ｃ

縮小業務

Ｄ

休止業務

考え方 主な業務（例示）

①感染拡大防止策

②危機管理体制上、必要となる業務

①相談、保健医療など

②新型インフルエンザ等に関

する情報提供

①都民の生命を守るための業務

②都市機能の維持に係る業務

③休止すると重大な法令違反となる業務

④都政業務維持のための基盤業務

①病院、入所施設など

②道路・港湾、上下水道など

③危険物・毒劇物の取締など

④通信、各種システムの維持

①継続・休止以外の業務

②対面業務を中止して、工夫して実施す

る業務

①許認可、届出・交付、窓口

相談業務など

①多数の人が集まる施設や業務

②その他、緊急性を要しない業務

①学校、集客施設、研修など

②緊急性を要しない管理・調

査、一般工事など

Ｂ

継続業務

 

職
員

第３部 都政機能を維持するための都の危機管理体制
第２章 都政機能の維持

また、保健医療部門において、人員が不足する局に対しては、本部体制の下、各
局のＢＣＰによる人員計画を基に、全庁的な応援体制により対応する。
応援を要請する局は、応援職員の業務内容等を定めた「応援職員対応マニュアル

（仮称）」を作成する。
専門職種については、有資格者や経験者をあらかじめ確認し、経験者の兼務発令

や退職者の臨時雇用などにより充当する。

全庁的な応援体制
縮小・休止業務の職員
から優先的に応援
 

Ａ 新たに発生する業務
・感染拡大防止策（相談・保健医療等）
・危機管理上必要な業務（対策本部・情報提供等）
 Ｂ 継続業務
・都民の生命を守る業務（病院・入所施設等）
・都市機能の維持（交通・上下水道等）

Ｄ 休止業務
・人が集まる施設や業務（文化施設・研修等）
・緊急性を要しない業務（調査・内部管理等）

Ｃ 縮小業務
・継続・休止以外の業務（許認可・届出等）

＊ウイルスの病原性等や
職員の出勤率に応じ、
弾力的・機動的に実施

＜業務の整理と応援体制＞
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局局
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会会
計計
管管
理理
局局

交交
通通
局局

通通 常常 業業 務務

第３部 都政機能を維持するための都の危機管理体制
第２章 都政機能の維持

第２章 都政機能の維持
業務区分の考え方
新型インフルエンザ等の発生時には、保健医療業務、危機管理業務など、発生対

応業務が増大するが、職員の欠勤も最大４割が想定される。このため、都の業務を、
新型インフルエンザ等発生に際して「新たに発生する業務」と「通常業務」とに整
理する。また、通常業務を「継続業務」「縮小業務」「休止業務」に区分する。区
分の考え方は、都民の生命を守り、都市機能を維持することに直接関わるライフラ
イン業務などの継続する業務を「継続業務」とし、感染拡大防止のために休止する
多数の人が集まる施設の運営や、不急な業務等を「休止業務」とし、その他の業務
を「縮小業務」に分類する。
各業務の実施に当たっては、新型インフルエンザ等のウイルスの感染力、病原性

及び治療薬の有効性、職員の出勤率などを判断し、弾力的・機動的に行う。

各局の事業継続と応援体制
各局は、本行動計画に基づき、新型インフルエンザ等の発生対応及び事業継続の

ため、各局においてＢＣＰや対応マニュアルを策定し、各課レベルで業務の優先順
位を決定し、業務を継続する。

 

職
員

区分

Ａ

新たに発生する

業務

通
常
業
務

Ｃ

縮小業務

Ｄ

休止業務

考え方 主な業務（例示）

①感染拡大防止策

②危機管理体制上、必要となる業務

①相談、保健医療など

②新型インフルエンザ等に関

する情報提供

①都民の生命を守るための業務

②都市機能の維持に係る業務

③休止すると重大な法令違反となる業務

④都政業務維持のための基盤業務

①病院、入所施設など

②道路・港湾、上下水道など

③危険物・毒劇物の取締など

④通信、各種システムの維持

①継続・休止以外の業務

②対面業務を中止して、工夫して実施す

る業務

①許認可、届出・交付、窓口

相談業務など

①多数の人が集まる施設や業務

②その他、緊急性を要しない業務

①学校、集客施設、研修など

②緊急性を要しない管理・調

査、一般工事など

Ｂ

継続業務

 

職
員

第３部 都政機能を維持するための都の危機管理体制
第２章 都政機能の維持

また、保健医療部門において、人員が不足する局に対しては、本部体制の下、各
局のＢＣＰによる人員計画を基に、全庁的な応援体制により対応する。
応援を要請する局は、応援職員の業務内容等を定めた「応援職員対応マニュアル

（仮称）」を作成する。
専門職種については、有資格者や経験者をあらかじめ確認し、経験者の兼務発令

や退職者の臨時雇用などにより充当する。

全庁的な応援体制
縮小・休止業務の職員
から優先的に応援

Ａ 新たに発生する業務
・感染拡大防止策（相談・保健医療等）
・危機管理上必要な業務（対策本部・情報提供等）
Ｂ 継続業務
・都民の生命を守る業務（病院・入所施設等）
・都市機能の維持（交通・上下水道等）

Ｄ 休止業務
・人が集まる施設や業務（文化施設・研修等）
・緊急性を要しない業務（調査・内部管理等）

Ｃ 縮小業務
・継続・休止以外の業務（許認可・届出等）

＊ウイルスの病原性等や
職員の出勤率に応じ、
弾力的・機動的に実施

＜業務の整理と応援体制＞
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ＡＡ
  
新新
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にに

発発
生生

すす
るる

業業
務務

通通 常常 業業 務務

第３部 都政機能を維持するための都の危機管理体制
第２章 都政機能の維持

第２章 都政機能の維持
業務区分の考え方
新型インフルエンザ等の発生時には、保健医療業務、危機管理業務など、発生対

応業務が増大するが、職員の欠勤も最大４割が想定される。このため、都の業務を、
新型インフルエンザ等発生に際して「新たに発生する業務」と「通常業務」とに整
理する。また、通常業務を「継続業務」「縮小業務」「休止業務」に区分する。区
分の考え方は、都民の生命を守り、都市機能を維持することに直接関わるライフラ
イン業務などの継続する業務を「継続業務」とし、感染拡大防止のために休止する
多数の人が集まる施設の運営や、不急な業務等を「休止業務」とし、その他の業務
を「縮小業務」に分類する。
各業務の実施に当たっては、新型インフルエンザ等のウイルスの感染力、病原性

及び治療薬の有効性、職員の出勤率などを判断し、弾力的・機動的に行う。

各局の事業継続と応援体制
各局は、本行動計画に基づき、新型インフルエンザ等の発生対応及び事業継続の

ため、各局においてＢＣＰや対応マニュアルを策定し、各課レベルで業務の優先順
位を決定し、業務を継続する。

 

職
員

区分

Ａ

新たに発生する

業務

通
常
業
務

Ｃ

縮小業務

Ｄ

休止業務

考え方 主な業務（例示）

①感染拡大防止策

②危機管理体制上、必要となる業務

①相談、保健医療など

②新型インフルエンザ等に関

する情報提供

①都民の生命を守るための業務

②都市機能の維持に係る業務

③休止すると重大な法令違反となる業務

④都政業務維持のための基盤業務

①病院、入所施設など

②道路・港湾、上下水道など

③危険物・毒劇物の取締など

④通信、各種システムの維持

①継続・休止以外の業務

②対面業務を中止して、工夫して実施す

る業務

①許認可、届出・交付、窓口

相談業務など

①多数の人が集まる施設や業務

②その他、緊急性を要しない業務

①学校、集客施設、研修など

②緊急性を要しない管理・調

査、一般工事など

Ｂ

継続業務

 

職
員

第３部 都政機能を維持するための都の危機管理体制
第２章 都政機能の維持

また、保健医療部門において、人員が不足する局に対しては、本部体制の下、各
局のＢＣＰによる人員計画を基に、全庁的な応援体制により対応する。
応援を要請する局は、応援職員の業務内容等を定めた「応援職員対応マニュアル

（仮称）」を作成する。
専門職種については、有資格者や経験者をあらかじめ確認し、経験者の兼務発令

や退職者の臨時雇用などにより充当する。

全庁的な応援体制
縮小・休止業務の職員
から優先的に応援
 

Ａ 新たに発生する業務
・感染拡大防止策（相談・保健医療等）
・危機管理上必要な業務（対策本部・情報提供等）
 Ｂ 継続業務
・都民の生命を守る業務（病院・入所施設等）
・都市機能の維持（交通・上下水道等）

Ｄ 休止業務
・人が集まる施設や業務（文化施設・研修等）
・緊急性を要しない業務（調査・内部管理等）

Ｃ 縮小業務
・継続・休止以外の業務（許認可・届出等）

＊ウイルスの病原性等や
職員の出勤率に応じ、
弾力的・機動的に実施

＜業務の整理と応援体制＞
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用語集

用語集
用語 内容
医療機関等
情報支援シ
ステム（Ｇ
－ＭＩＳ）

Ｇ－ＭＩＳ（ の略）
は、全国の医療機関等から、医療機関等の稼働状況、病床や医
療スタッフの状況、受診者数、検査数、医療機器（人工呼吸器
等）や医療資材（マスクや防護服等）の確保状況等を一元的に
把握・支援するシステム

医療計画 医療法第 条の４第１項の規定に基づき都道府県が定める医
療提供体制の確保を図るための計画

医療措置協
定

感染症法第 条の３第１項に規定する都道府県と当該都道府
県知事が管轄する区域内にある医療機関との間で締結される協
定

陰圧室 感染症対策として、気流の制御を行うため、周囲よりも気圧が
低く設定された部屋

疫学 健康に関連する状態や事象の集団中の分布や決定要因を研究
し、かつ、その研究成果を健康問題の予防やコントロールのた
めに適用する学問

隔離 検疫法第 条第１項第１号及び第 条第１項（これらの規定
を同法第 条第１項の規定に基づく政令によって準用し、又
は同法第 条の２第３項の規定により実施する場合を含
む。）の規定に基づき、患者を医療機関に収容し、新型インフ
ルエンザ等のまん延を防止するため、ほかからの分離を図るこ
と。

患者 新型インフルエンザ等感染症の患者（新型インフルエンザ等感
染症の疑似症患者であって当該感染症にかかっていると疑うに
足りる正当な理由のあるもの及び無症状病原体保有者を含
む。）、指定感染症の患者又は新感染症の所見がある者

患者等 患者及び感染したおそれのある者
感染症危機 国民の大部分が現在その免疫を獲得していないこと等から、新

型インフルエンザ等が全国的かつ急速にまん延し、国民の生命
及び健康並びに国民生活及び国民経済に重大な影響が及ぶ事態

感染症危機
対応医薬品
等

公衆衛生危機管理において、救命、流行の抑制、社会活動の維
持等、危機への医療的な対抗手段となる重要性の高い医薬品や
医療機器等
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第３部 都政機能を維持するための都の危機管理体制
第２章 都政機能の維持

また、保健医療部門において、人員が不足する局に対しては、本部体制の下、各
局のＢＣＰによる人員計画を基に、全庁的な応援体制により対応する。
応援を要請する局は、応援職員の業務内容等を定めた「応援職員対応マニュアル

（仮称）」を作成する。
専門職種については、有資格者や経験者をあらかじめ確認し、経験者の兼務発令

や退職者の臨時雇用などにより充当する。

全庁的な応援体制
縮小・休止業務の職員
から優先的に応援

Ａ 新たに発生する業務
・感染拡大防止策（相談・保健医療等）
・危機管理上必要な業務（対策本部・情報提供等）
Ｂ 継続業務
・都民の生命を守る業務（病院・入所施設等）
・都市機能の維持（交通・上下水道等）

Ｄ 休止業務
・人が集まる施設や業務（文化施設・研修等）
・緊急性を要しない業務（調査・内部管理等）

Ｃ 縮小業務
・継続・休止以外の業務（許認可・届出等）

＊ウイルスの病原性等や
職員の出勤率に応じ、
弾力的・機動的に実施

＜業務の整理と応援体制＞
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